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入 札 公 告 

 

 

 

次 の と お り 一 般 競 争 入 札 に 付 し ま す 。 

 

 

令 和 ６ 年 １ ２ 月 ４ 日  

 

 

                        国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構  

                                水 産 資 源 研 究 所 管 理 部 門 長   木 白  俊 哉  

 

 

１ ． 調 達 内 容 

 

（ １ ） 調 達 件 名 及 び 数 量    水 研 海 洋 デ ー タ 転 送 サ ー バ 移 行 業 務   一 式  

 

（ ２ ） 調 達 仕 様    入 札 説 明 書 に よ る 。  

 

（ ３ ） 履 行 期 限    令 和 7 年 ３ 月 ３ １ 日  

 

（ ４ ） 履 行 場 所    入 札 説 明 書 に よ る 。  

 

（ ５ ） 入 札 方 法     落 札 決 定 に 当 た っ て は 、 入 札 書 に 記 載 さ れ た 金 額 に 当 該  

金 額 の １ ０ ０ 分 の １ ０ に 相 当 す る 額 を 加 算 し た 金 額 （ 当 該  

金 額 に １ 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ の 端 数 金 額 を 切 り  

捨 て た 金 額 ） を も っ て 落 札 価 格 と す る の で 、 入 札 者 は 、 消  

費 税 及 び 地 方 消 費 税 に 係 る 課 税 事 業 者 で あ る か 免 税 事 業 者  

で あ る か を 問 わ ず 、 見 積 も っ た 契 約 希 望 金 額 の １ １ ０ 分 の  

１ ０ ０ に 相 当 す る 金 額 を 入 札 書 に 記 載 す る こ と 。  

 

２ ． 競 争 参 加 資 格 

 

（ １ ） 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 契 約 事 務 取 扱 規 程 （ 平 成 １ ３ 年 ４ 月 １ 日 付 け １  

３ 水 研 第 ６ ５ 号 ） 第 １ ２ 条 第 １ 項 及 び 第 １ ３ 条 の 規 定 に 該 当 し な い 者 で あ る こ と 。  

 

（ ２ ） 令 和 ４ ・ ５ ・ ６ 年 度 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 競 争 参 加 資 格 又 は 全 省 庁  

統 一 資 格 の ｢ 役 務 の 提 供 等 契 約 ｣ の 業 種 ｢ 情 報 処 理 ｣ 又 は 「 ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 」 で 「 Ａ 」 、

「 Ｂ 」 、 「 Ｃ 」 又 は 「 Ｄ 」 い ず れ か の 等 級 に 格 付 け さ れ て い る 者 で あ る こ と 。  

 

（ ３ ） 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 理 事 長 か ら 物 品 の 製 造 契 約 、 物 品 の 販 売 契 約 及  

び 役 務 等 契 約 指 名 停 止 措 置 要 領 に 基 づ く 指 名 停 止 を 受 け て い る 期 間 中 で な い こ と 。  

た だ し 、 全 省 庁 統 一 資 格 に 格 付 け さ れ て い る 者 で あ る 場 合 は 、 国 の 機 関 の 同 様 の 指 名 停 止  

措 置 要 領 に 基 づ く 指 名 停 止 を 受 け て い る 期 間 中 で な い こ と 。  

 

（ ４ ） 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ３ 年 法 律 第 ７ ７ 号 ） 第 ３ ２ 条  

第 １ 項 各 号 に 掲 げ る 者 で な い こ と 。  

 

（ ５ ） 本 業 務 の 「 業 務 実 施 体 制 図 」 及 び 「 業 務 実 施 者 習 熟 度 表 」 を 提 出 し 、 当 所 の 審 査 に 合 格

 し た 者 で あ る こ と 。  

 

３ ． 入 札 説 明 書 等 の 交 付 方 法      競 争 参 加 希 望 者 は 、 以 下 に よ り 入 札 説 明 書 等 （ 入 札 説

明 書 、 入 札 心 得 書 、 契 約 書 案 、 入 札 書 様 式 、 委 任 状 様 式

等 ） の 交 付 を 受 け る こ と 。  

① 直 接 交 付  

神 奈 川 県 横 浜 市 金 沢 区 福 浦 ２ － １ ２ － ４  

国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構  

水 産 資 源 研 究 所  管 理 部 門 管 理 課 用 度 担 当  

電  話  ０ ４ ５ － ７ ８ ８ － ７ ６ ２ ９  

Ｆ Ａ Ｘ  ０ ４ ５ － ７ ８ ８ － ５ ０ ０ １  

② 宅 配 便 着 払 い に よ る 交 付  

任 意 書 式 に 「 水 研 海 洋 デ ー タ 転 送 サ ー バ 移 行 業 務 入

札 説 明 書 宅 配 便 に て 希 望 」 と 記 入 し 、 社 名 、 担 当 者

名 、 住 所 、 電 話 番 号 を 記 載 の う え 、 上 記 ① あ て Ｆ Ａ

Ｘ 送 信 す る こ と 。  

③ メ ー ル に よ る 交 付  

任 意 書 式 に 「 水 研 海 洋 デ ー タ 転 送 サ ー バ 移 行 業 務 入

札 説 明 書 メ ー ル に て 希 望 」 と 記 入 し 、 社 名 、 担 当 者

名 、 メ ー ル ア ド レ ス 、 電 話 番 号 を 記 載 の う え 、 上 記

① あ て Ｆ Ａ Ｘ 送 信 す る こ と 。  

 

 

４ ． 入 札 説 明 会 の 日 時 及 び 場 所 等    仕 様 書 等 に 関 し 質 疑 が あ る 場 合 に は 、 令 和 ６ 年 １ ２ 月

１ ３ 日 ま で に 上 記 ３ ． あ て に メ ー ル （ ア ド レ ス は 入 札 説

明 書 に 記 載 ） 又 は フ ァ ッ ク ス に て 質 疑 を 行 う こ と 。 当 日

ま で の 質 疑 を 取 り ま と め 、 回 答 は 入 札 説 明 書 受 領 者 全 員
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に 対 し て 行 う と と も に 当 機 構 の ホ ー ム ペ ー ジ に て 公 表 す

る こ と に よ り 入 札 説 明 会 に 代 え る 。  

                  な お 、 当 該 日 以 降 に 質 疑 が 発 生 し た 場 合 も 随 時 受 け 付

け 、 同 様 に 対 応 す る 。  

                  た だ し 、 質 疑 内 容 に 個 人 に 関 す る 情 報 で あ っ て 特 定 の

個 人 を 識 別 し 得 る 記 述 が あ る 場 合 及 び 法 人 等 の 財 産 権 等

を 侵 害 す る お そ れ の あ る 記 述 が あ る 場 合 に は 、 当 該 箇 所

を 伏 せ 又 は 当 該 質 疑 を 公 表 せ ず 、 質 疑 者 の み に 回 答 す る

こ と が あ る 。  

  

５ ． 証 明 に 関 す る 事 項         競 争 参 加 者 は 、 上 記 ２ ． ( ５ ) を 証 明 す る 証 明 書 等 を 提

出 し な け れ ば な ら な い 。  

（ １ ） 証 明 書 等    入 札 説 明 書 に よ る 。  

（ ２ ） 提 出 場 所    ３ ． ① に 同 じ 。  

（ ３ ） 提 出 期 限    令 和 ６ 年 １ ２ 月 １ ８ 日  １ ７ 時  

 

 

６ ． 入 札 の 日 時 及 び 場 所 等    

 

（ １ ） 入 札 の 日 時 及 び 場 所           令 和 ６ 年 １ ２ 月 ２ ５ 日  １ ４ 時 ０ ０ 分  

神 奈 川 県 横 浜 市 金 沢 区 福 浦 ２ － １ ２ － ４  

国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構  

                 横 浜 庁 舎  ビ デ オ ラ イ ブ ラ リ ー 室   

 

（ ２ ） 郵 便 に よ る 入 札 書 の           令 和 ６ 年 １ ２ 月 ２ ５ 日  １ ２ 時 ０ ０ 分  

           受 領 期 限 及 び 提 出 場 所        ３ ． ① に 同 じ 。  

 

 

７ ． そ  の  他  

 

（ １ ） 契 約 手 続 き に お い て  

使 用 す る 言 語 及 び 通 貨        日 本 語 及 び 日 本 国 通 貨 。  

 

（ ２ ） 入 札 保 証 金 及 び 契 約 保 証 金   免  除 。  

 

（ ３ ） 入 札 の 無 効      本 公 告 に 示 し た 競 争 参 加 資 格 の な い 者 の 提 出 し た 入 札  

書 及 び 入 札 に 関 す る 条 件 に 違 反 し た 入 札 書 は 無 効 と す る 。  

 

（ ４ ） 契 約 書 作 成 の 要 否       要 。  

 

（ ５ ） 落 札 者 の 決 定 方 法         予 定 価 格 の 制 限 の 範 囲 内 で 最 低 価 格 を も っ て 有 効 な 入 札

を 行 っ た 入 札 者 を 落 札 者 と す る 。  

 

（ ６ ） 競 争 参 加 者 は 、 入 札 の 際 に 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 の 資 格 審 査 結 果 通 知  

書 写 し 又 は 全 省 庁 統 一 資 格 の 資 格 審 査 結 果 通 知 書 写 し を 提 出 す る こ と 。  

 

（ ７ ） 詳 細 は 入 札 説 明 書 に よ る 。  

 

 

８ ． 契 約 に 係 る 情 報 の 公 表  

 

（ １ ） 公 表 の 対 象 と な る 契 約 先  

次 の ① 及 び ② い ず れ に も 該 当 す る 契 約 先  

①  当 機 構 に お い て 役 員 を 経 験 し た 者 （ 役 員 経 験 者 ） が 再 就 職 し て い る こ と 又 は 課 長

相 当 職 以 上 の 職 を 経 験 し た 者 （ 課 長 相 当 職 以 上 経 験 者 ） が 役 員 、 顧 問 等
※ 注 １  

と し

て 再 就 職 し て い る こ と  

②  当 機 構 と の 間 の 取 引 高 が 、 総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 の ３ 分 の １ 以 上 を 占 め て い る こ

と
※ 注 ２

 

な お 、 「 当 機 構 」 と は 、 改 称 前 の 独 立 行 政 法 人 水 産 総 合 研 究 セ ン タ ー 及 び 国 立 研 究 開

発 法 人 水 産 総 合 研 究 セ ン タ ー 、 統 合 前 の 独 立 行 政 法 人 水 産 大 学 校 を 含 み ま す 。  

※ 注 １   「 役 員 、 顧 問 等 」 に は 、 役 員 、 顧 問 の ほ か 、 相 談 役 そ の 他 い か な る 名 称 を 有 す

る 者 で あ る か を 問 わ ず 、 経 営 や 業 務 運 営 に つ い て 、 助 言 す る こ と 等 に よ り 影 響 力

を 与 え る と 認 め ら れ る 者 を 含 む 。  

※ 注 ２   総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 の 額 は 、 当 該 契 約 の 締 結 日 に お け る 直 近 の 財 務 諸 表 に 掲

げ ら れ た 額 に よ る こ と と し 、 取 引 高 は 当 該 財 務 諸 表 の 対 象 事 業 年 度 に お け る 取 引

の 実 績 に よ る 。  

 

（ ２ ） 公 表 す る 情 報  

上 記 （ １ ） に 該 当 す る 契 約 先 に つ い て 、 契 約 ご と に 、 物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量 、 契

約 締 結 日 、 契 約 先 の 名 称 、 契 約 金 額 等 と 併 せ 、 次 に 掲 げ る 情 報 を 公 表 す る 。  

①  当 機 構 の 役 員 経 験 者 及 び 課 長 相 当 職 以 上 経 験 者 （ 当 機 構 Ｏ Ｂ ） の 人 数 、 職 名 及 び

当 機 構 に お け る 最 終 職 名  

②  当 機 構 と の 間 の 取 引 高  

③  総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 に 占 め る 当 機 構 と の 間 の 取 引 高 の 割 合 が 、 次 の 区 分 の い ず

れ か に 該 当 す る 旨  

３ 分 の １ 以 上 ２ 分 の １ 未 満 、 ２ 分 の １ 以 上 ３ 分 の ２ 未 満 又 は ３ 分 の ２ 以 上  
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④  一 者 応 札 又 は 一 者 応 募 で あ る 場 合 は そ の 旨  

 

（ ３ ） 当 機 構 に 提 供 し て い た だ く 情 報  

①  契 約 締 結 日 時 点 で 在 職 し て い る 当 機 構 Ｏ Ｂ に 係 る 情 報 （ 人 数 、 現 在 の 職 名 及 び 当

機 構 に お け る 最 終 職 名 等 ）  

②  直 近 の 事 業 年 度 に お け る 総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 及 び 当 機 構 と の 間 の 取 引 高  

 

（ ４ ） 公 表 日  

契 約 締 結 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 原 則 と し て ７ ２ 日 以 内 （ ４ 月 に 締 結 し た 契 約 に つ い て

は 原 則 と し て ９ ３ 日 以 内 ）  

 

（ ５ ） そ の 他  

当 機 構 ホ ー ム ペ ー ジ （ 契 約 に 関 す る 情 報 ） に 「 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構

が 行 う 契 約 に 係 る 情 報 の 公 表 に つ い て 」 が 掲 載 さ れ て い る の で ご 確 認 い た だ く と と も

に 、 所 要 の 情 報 の 当 機 構 へ の 提 供 及 び 情 報 の 公 表 に 同 意 の 上 で 、 応 札 若 し く は 応 募 又 は

契 約 の 締 結 を 行 っ て い た だ く よ う ご 理 解 と ご 協 力 を お 願 い い た し ま す 。  

な お 、 応 札 若 し く は 応 募 又 は 契 約 の 締 結 を も っ て 同 意 さ れ た も の と み な さ せ て い た だ

き ま す の で 、 ご 了 知 願 い ま す 。  

 

 

９ ． 公 的 研 究 費 の 不 正 防 止 に か か る 「 誓 約 書 」 の 提 出 に つ い て  

 

当 機 構 で は 、 国 よ り 示 さ れ た 「 研 究 機 関 に お け る 公 的 研 究 費 の 管 理 ・ 監 査 の ガ イ ド ラ イ ン

（ 実 施 基 準 ） 」 （ 平 成 １ ９ 年 ２ 月 １ ５ 日 文 部 科 学 大 臣 決 定 ） に 沿 っ て 、 公 的 研 究 費 の 契 約 等

に お け る 不 正 防 止 の 取 り 組 み を 行 っ て お り 、 取 り 組 み の ひ と つ と し て 、 取 引 先 の 皆 様 に 「 国

立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 と の 契 約 等 に あ た っ て の 注 意 事 項 」 （ U R L ： h t t p s : / / w w w .

f r a . g o . j p / h o m e / k e i y a k u / f i l e s / p l e d g e _ r e q u e s t n o t e _ c o n t r a c t 2 . p d f ） を ご 理 解 い た だ き 、 一

定 金 額 以 上 の 契 約 に 際 し て 、 当 該 注 意 事 項 を 遵 守 す る 旨 の 「 誓 約 書 」 の 提 出 を お 願 い し て い

ま す 。  

公 的 研 究 費 の 不 正 防 止 関 係 書 類 （ ① 公 的 研 究 費 の 不 正 防 止 に か か る 「 誓 約 書 」 の 提 出 に つ

い て 、 ② 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 と の 契 約 等 に あ た っ て の 注 意 事 項 、 ③ 誓 約

書 ） は 、 入 札 説 明 書 に 添 付 し ま す の で 、 契 約 相 手 方 と な っ た 場 合 は 、 誓 約 書 の 提 出 を お 願 い

し ま す 。  

な お 、 当 機 構 の 本 部 、 研 究 所 、 開 発 調 査 セ ン タ ー 、 水 産 大 学 校 い ず れ か １ 箇 所 に １ 回 提 出

し て い た だ け れ ば 、 当 機 構 内 の 次 回 以 降 の 契 約 で は 再 提 出 す る 必 要 は あ り ま せ ん 。  



業務仕様書 
 

1． 件   名  水研海洋データ転送サーバ移行業務 
 
2． 業務目的    本業務は，水産研究・教育機構（以下、機構）の現行サーバ機器（以下、現サー

バ）に格納されている水研海洋データ転送機能を、円滑かつ安定して運用するた

め、運用に必要となるアプリケーション、データ等を、機構が新たに設定するサー

バ機器（以下、新サーバ）へ移行することを目的とする。 
 
3．業務場所  請負業者指定場所および 

神奈川県横浜市金沢区福浦 2-12-4 
        国立研究開発法人水産研究・教育機構水産資源研究所（横浜庁舎） 

 
4．業務期間  契約日締結日から令和 7 年 3 月 31 日 
          
5．業務内容    
 
・ 移行方針 

現サーバは、筑波農林水産研究センター（以下 AFFRIT）、および海況予測モデル FRA-ROMS
Ⅱと連携して稼働するため、本業務を遂行するにあたっては、それぞれ AFFRIT 担当職員、およ

び海況予測モデル保守管理業者と連携しながら十分な確認・評価等を実施することで、安全な移

行を実現すること。 
 
・ 移行対象について 

・地方自治体水産試験研究機関定線データ (以下，定線データ) 転送アプリ(FRAUPLOADER) 
 観測データをサーバに送信するための Windows アプリケーション  
・汎用型現場観測データ転送アプリ(FRADATAINPUT)  
 形式が定まらない観測データを入力する Windows アプリケーション 
・定線データ取得アプリ (FRADATASYS)  
 FRAUPLOADER から送信されたデータを受信し、地方自治体水産試験研究機関毎に異なる 

形式を統一形式に変換し、品質を検査、さらに、FIS 形式、メール送信形式、scp 送信形式に 
変換したのち、メール送信、scp 送信を行うアプリ。 
受信したデータ、変換結果はデータベースに保存し後日利用可能。 
Web で、CentOS6、apahe2.2、PHP5、PostgreSQL8、perl5 の環境で動作 

・定線データ統一形式変換アプリ 
 地方自治体水産試験研究機関毎に異なる形式を統一形式に変換する 
 FRADATASYS 内で動作 



・定線データ品質管理アプリ 
 送信された観測データの品質を管理 
 FRADATASYS 内で動作 

 
5-1. サーバ移行業務 

 
現サーバは運用開始から 10 年以上が経過し、OS、アプリケーションのセキュリティーリスクが存

在している。使用するアプリケーションは最新のヴァージョンを使用し、その際に既存のプログラム

が動作しない場合は、請負者の責任において調査、回収を行うこと。また、最新の技術で利便性が

向上する機能があれば、積極的に提案すること。 
移行先の新サーバでは、原則として現サーバの設定情報を引き継ぐため、現サーバの構成を

充分に把握・理解した上で作業を進めること。新サーバに導入する OS は Rocky9 とし、OS のイン

ストール終了後は、下記の手順にしたがって作業を進めること。 
 
  

① 現サーバ機器にあるアプリケーションやプログラム、データ等のバックアップ 
② 現サーバにおいて管理者権限で行ってきた設定の、新サーバへの適用 
③ 現サーバを利用しているアプリケーションやプログラム、データ等の、現サーバから新サー

バへのコピー 
④ 各アプリ・データで必要なソフトウェアの新サーバへのインストール 
⑤ 新サーバでの各アプリ・プログラム等の動作確認 

 
5-2．不具合発生時の対応業務 

不具合が発見されリモート作業で対応できない場合には，直ちに訪問処置を行うこと。また，

軽微な不具合については、機構担当職員（横浜庁舎）に報告し指示を受けること。 
故障・生涯発生時には、受信データ取得および既存データに支障等を来さないよう迅速な

修理調整対応等を行うこと。ここで言う迅速な修理対応期間とは，土日や祝日を除く数日程度（1
～2 日以内）であることを示す。 

不具合解消に必要な工具及び計測機器類等の使用機材は設備機器に付属して設置されて

いるものを除き請負者の負担とする。その費用負担等が不明確なものについては請負者と協議

のうえ決定する。 
ハードウエア障害によりサーバが停止した場合、ハードウエアの復旧は当機構で行うが、OS

インストール、再インスト-ル等の作業は請負者と協議のうえ決定する。 
本業務の施行に当たっては、既存設備又は他の物品等に損害を及ぼさないよう十分注意す

るものとする。万一損害等を与えた場合には、直ちに監督職員に報告しその指示に従い完全に

復旧させること。なお、これらにかかる費用はすべて請負者の負担とする。 
 



6． 提出書類 
(１) 完了報告書：3 部 
(２) マニュアル：3 部 

（磁気媒体および冊子） 
 
7． 試験・検査 

機構への納入時に，報告書および当該業務が仕様書の記載事項を満たしているか試験・検査

を実施すること。 
 
8． 保証 

検収日より 1 年間は無償保証期間とする。保証期間内に，請負者の責任による欠陥が発見され

た場合には，請負者の負担にて機構の指定する期日までに修正する。全ての改修作業に関する

責任は、請負者が負うこと。 
 
9． 著作権等および守秘義務その他 

本業務によって作成された成果物に関する所有権，著作権等の全ての権利は，機構に帰属す

るものとする。 
本業務の入札ならびに請負後の施行過程で知り得た秘密等を第三者に漏洩してはならない。ま

た著者権，特許権その他第三者の権利の対象になっている保守点検方法等の使用に関してはそ

の費用負担及び使用交渉の一切を請負者の責任において行う。 
 
10． その他 

（1）本仕様書の内容に付いて疑義が生じた場合は，当所の担当者（横浜庁舎）と協議し，その指

示に従う。 
（2）新サーバで使用する OS およびプログラム言語での開発経験を有すること。 
（3）本業務は、海洋学の知識を要することから、海洋学分野での業務経験を有すること。 
（4）新サーバは試験研究機関からのデータを常時受け入れるだけでなく、地先海域の予測結果

を迅速に情報発信させ漁海況に役立てる必要がある。トラブルや新サーバへの移行による

長期の運用停止は不可能であるため、修正業務に際してはプログラム全体の中身を十分に

調査・解析するとともに、広範囲に亘る改変箇所を特定した上で修正業務を行うこと。なお、

修正作業テストは請負者によって準備する機器にて新サーバ全体について試験を十分行っ

た上で、各運用サーバへ反映させること。 
（5）新サーバを保守する上で、機構およびデジタルコミュニティサーバにアクセスするが、セキュ

リティ確保のため、アクセス元を特定できる固定の IP アドレスを有すること。 
（6）新サーバ全体についての試験には、地方自治体水産機関データに関する機器フォーマット

や精度に関して把握して作業に従事し、どの部分に異常が生じているか独自に判断する必

要がある。改変業務中に不具合等が生じた場合は、請負者側でその不具合の原因切り分け



作業を実施して速やかに対処すること。 
 
 



国立研究開発法人水産研究・教育機構における 
情報処理業務の委任等に係る特記仕様書 

 
国立研究開発法人水産研究・教育機構（以下「機構」という。）から情報処理業務の委任

等を受けた請負者（以下「請負者」という。）は、契約書及び仕様書等に定めのない事項に
ついて、この国立研究開発法人水産研究・教育機構における情報処理業務の委託等に係る特
記仕様書（以下「特記仕様書」という。）に定める事項に従って契約を履行しなければなら
ない。 

 
第１ 情報セキュリティポリシーを踏まえた情報処理業務の履行  

請負者は、「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準」（令和５年７
月４日サイバーセキュリティ戦略本部決定。以下「統一基準」という。）の趣旨を踏まえ、
以下の事項を遵守しなければならない。 

 
第２ 定義 

この特記仕様書において使用する用語の意義は、次の各号に定めるところによるほか、
統一基準による。 
（１） 個人情報 「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」（平成１

５年法律第５９号）第 2 条第 2 項に規定する個人情報及び「行政手続における特
定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成２５年法律第２７号）
に規定する個人番号をいう。 

（２） 要機密情報 独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法
律第１４０号第５条各号における不開示情報に該当すると判断される蓋然性の高
い情報を含む情報をいう。 

（３） 業務 機構の保有する個人情報及び要機密情報をコンピュータ等により処理する
情報処理業務であって、業務の一部又は全部について、契約をもって機構外の者に
実施させることをいう。委任、準委任、請負等の契約形態を問わないものとする。 

（４） 契約目的物 仕様書等で機構が指定する物件をいう。 
（５） 成果物 契約目的物の仕掛品及び契約履行過程で発生した出力帳票及び電磁的

記録物等をいう。 
（６） 機構からの貸与品等 この契約に基づく業務を処理するため、機構が貸与する原

票、資料、その他貸与品等及びこれらに含まれる個人情報等並びに要機密情報をい
う。承諾を得て複写あるいは複製したものを含むものとする。 

 
第 3 業務の実施体制 

（１） 請負者は、契約締結後直ちに業務を履行できる体制を整えるとともに、当該業務



に関する責任者、作業体制、連絡体制及び作業場所についての記載並びにこの特記
仕様書を遵守し業務を請け負う旨の誓約を書面にし、機構に提出すること。 

（２） (１)の事項に変更が生じた場合、請負者は速やかに変更内容を機構に提出するこ
と。 

 
第 4 業務従事者への遵守事項の周知 

（１） 請負者は、この契約の履行に関する遵守事項について、業務従事者全員に周知徹
底し、遵守させること。 

（２） 請負者は、(１)の実施状況を書面にし、機構に提出すること。 
 
第 5 情報の保持と目的外使用の禁止 

請負者は、この契約の履行により知り得た個人情報、要機密情報、契約目的物及び成果
物を第三者に提供してはならない。また、他の用途に使用してはならない。 

 
第 6 複写及び複製の禁止 

請負者は、機構からの貸与品等を機構の承諾なくして複写及び複製をしてはならない。
なお、承諾を得て複写あるいは複製したものについても、第 5 の規定を遵守すること。 

 
第７ 作業場所以外への持出禁止 

請負者は、機構が指示又は承認する場合を除き、機構からの貸与品等について、第 3(１)
における作業場所以外へ持ち出してはならない。 

 
第８ 情報の保管及び管理 

請負者は、業務に係る情報の保管及び管理に万全を期するため、業務の実施に当たって
以下の事項を遵守しなければならない。 
(１) 全般事項 

ア 契約履行過程 
(ア) 以下の事項について安全管理上必要な措置を講じること。 

ａ 業務を実施する施設等の入退室管理 
ｂ 機構からの貸与品等の使用及び保管管理 
ｃ 契約目的物、成果物の作成、使用及び保管管理 
ｄ その他、仕様書等で指定したもの 

(イ) 機構から(ア)の内容を確認するため、業務の安全管理体制に係る資料の提出を
求められた場合は直ちに提出すること。 

イ 契約履行完了時 
(ア) 機構からの貸与品等を、契約履行完了後速やかに機構に返還すること。 



(イ) 契約目的物の作成のために、業務に係る情報を記録した一切の媒体（紙及び電
磁的記録媒体等一切の有形物）（以下「記録媒体」という。）については、契約履
行完了後に記録媒体上に含まれる当該業務に係る情報を全て消去すること。 

(ウ) (イ)の消去結果について、記録媒体ごとに、消去した情報項目、数量、消去方
法及び消去日を明示した書面で機構に報告すること。 

(エ) この特記仕様書の事項を遵守した旨を書面で報告すること。また、あらかじめ
機構の承諾を得て、再委託を行った場合は再委託先における状況も同様に報告
すること。 

ウ 契約解除時 
イの規定の「契約履行完了」を「契約解除」に読み替え、規定の全てに従うこと。 

エ 事故発生時 
契約目的物の納入前に契約目的物の仕掛品、契約履行過程で発生した成果物及び

機構からの貸与品等の紛失、滅失及び毀損等の事故が生じたときには、その事故の発
生場所及び発生状況等を詳細に記載した書面をもって、遅滞なく機構に報告し、機構
の指示に従うこと。 

（２） 個人情報及び要機密情報の取扱いに係る事項 
機構からの貸与品等、契約目的物及び成果物に含まれる情報で既に公知の情報、機

構から請負者に提示した後に請負者の責めによらないで公知となった情報、及び機
構と請負者による事前の合意がある情報は、要機密情報に含まれないものとする。個
人情報及要機密情報の取扱いについて、請負者は、以下の事項を遵守しなければなら
ない。 

ア 個人情報及び要機密情報に係る記録媒体を、施錠できる保管庫又は施錠及び入退
室管理の可能な保管室に格納する等適正に管理すること。 

イ アの個人情報及び要機密情報の管理に当たっては、管理責任者を定めるとともに、
台帳等を設け個人情報及び要機密情報の管理状況を記録すること。 

ウ 機構から要求があった場合又は契約履行完了時には、イの管理記録を機構に提出
し報告すること。 

エ 個人情報及び要機密情報の運搬には盗難、紛失、漏えい等の事故を防ぐ十分な対策
を講じること。 

オ (１)イ(イ)において、個人情報及び要機密情報に係る部分については、あらかじめ
消去すべき情報項目、数量、消去方法及び消去予定日等を書面により機構に申し出て、
機構の承諾を得たうえで消去を行うこと。 

カ (１)エの事故が、個人情報及び要機密情報の漏えい、滅失、毀損等に該当する場合
は、漏えい、滅失、毀損した個人情報及び要機密情報の項目、内容、数量、事故の発
生場所及び発生状況等を詳細に記載した書面をもって、遅滞なく機構に報告し、機構
の指示に従うこと。 



キ カの事故が発生した場合、請負者は二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点
から、機構に可能な限り情報を提供すること。 

ク (１)エの事故が発生した場合、機構は必要に応じて請負者の名称を含む当該事故に
係る必要な事項の公表を行うことができる。 

ケ 業務の従事者に対し、個人情報及び要機密情報の取扱いについて必要な教育及び
研修を実施すること。なお、教育及び研修の計画及び実施状況を書面にて機構に提出
すること。 

コ その他、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年 5 月 30 日号外法律第 57 号）に
従って、本業務に係る個人情報を適切に扱うこと。 

 
第９ 機構の施設内での作業 

（１） 請負者は、業務の実施に当たり、機構の施設内で作業を行う必要がある場合には、
機構に作業場所、什器、備品及び通信施設等の使用を要請することができる。 

（２） 機構は、(１)の要請に対して、使用条件を付した上で、無償により貸与又は提供
することができる。 

（３） 請負者は、機構の施設内で作業を行う場合は、次の事項を遵守するものとする。 
ア 就業規則は、請負者の定めるものを適用すること。 
イ 請負者の発行する身分証明書を携帯し、機構の指示があった場合はこれを提示す

ること。 
ウ 請負者の名称入りネームプレートを常に着用すること。 
エ その他、(２)の使用に関し機構が指示すること。 

 
第 10 再委託の取扱い 

（１） 請負者は、この契約の履行に当たり、再委託を行う場合には、あらかじめ再委託
を行う旨を書面により機構に申し出て、機構の承諾を得なければならない。 

（２） (１)の書面には、以下の事項を記載するものとする。 
ア 再委託の理由 
イ 再委託先の選定理由 
ウ 再委託先に対する業務の管理方法 
エ 再委託先の名称、代表者及び所在地 
オ 再委託する業務の内容 
カ 再委託する業務に含まれる情報の種類（個人情報及び要機密情報について明記す

ること。） 
キ 再委託先のセキュリティ管理体制（個人情報、要機密情報、記録媒体の保管及び管

理体制について明記すること。） 
ク 再委託先が第１及び第３から第９までに定める事項を遵守する旨の誓約 



ケ その他、機構が指定する事項 
（３） 第１及び第３から第９までに定める事項については、請負者と同様に、再委託先

においても遵守するものとし、請負者は、再委託先がこれを遵守することに関して
一切の責任を負う。 

 
第 11 実地調査及び指示等 

（１） 機構は、必要があると認める場合には、請負者の作業場所の実地調査を含む請負
者の作業状況の調査及び請負者に対する業務の実施に係る指示を行うことができ
る。 

（２） 請負者は、(１)の規定に基づき、機構から作業状況の調査の実施要求又は業務の
実施に係る指示があった場合には、それらの要求又は指示に従わなければならな
い。 

（３） 機構は、(１)に定める事項を再委託先に対しても実施できるものとし、請負者は、
再委託先にその承諾を得ておかなければならない。 

 
第 12 情報の保管及び管理等に対する義務違反 

（１） 請負者又は再委託先において、第３から第９までに定める情報の保管及び管理等
に関する義務違反又は義務を怠った場合には、機構は、この契約を解除することが
できる。 

（２） （１）に規定する請負者又は再委託先の義務違反又は義務を怠った場合には、機
構は、これらの行為を差し止めることができる。 

（３） (１)に規定する請負者又は再委託先の義務違反又は義務を怠ったことによって機
構が損害を被った場合には、機構は請負者に損害賠償を請求することができる。機
構が請求する損害賠償額は、機構が実際に被った全ての損害額とする。 

 
第 13 存続 

第 5、第 6 及び第 12 の規定は、本契約の解除または期間満了による終了後も存続するも
のとする。 


